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   第一章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、大学共同利用機関法人人間文化研究機構会計規程（以下「会計規程」とい

う。）に基づき、大学共同利用機関法人人間文化研究機構（以下「本機構」という。）におけ

る契約に関する基本的事項を定め、その業務の適正かつ円滑な運営を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本機構における契約事務の取扱いについては、他に定めるものを除き、この規則の定め

るところによる。 

２ 本機構における契約の一般的約定事項については、この規則に定めるもののほか、文部科学

省発注工事請負等契約規則（平成１３年文部科学省訓令第２２号）、設計業務委託契約要項（文

部科学省文教施設部長通知文施指第１６６号）及びこれらに関連する文部科学省からの通知等

に準ずる。ただし、工事請負契約基準第３２第２項、製造請負契約基準第２１第２項及び物品

供給契約基準第６第２項は除く。 

 

（契約事務） 

第３条 経理責任者は、所掌する経理単位における契約に関する事務を契約責任者に行わせるも

のとする。ただし、契約責任者は業務上必要と認めた場合には、他の職員に事務の一部を行わ

せることができる。 

 

（契約責任者） 

第４条  前条に規定する契約責任者は、財務課長をもって充てる。 

 

   第二章 一般競争契約 

 

（一般競争に参加させることができない者） 

第５条 契約責任者は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計規程第２６条に規定する一般

競争に付すときは、特別の理由がある場合を除くほか、当該契約を締結する能力を有しない者

及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。 

２ 前項に規定する特別の理由がある場合とは、被保佐人、被補助人及び未成年者で必要な同意

を得ている場合とする。 
 

（一般競争に参加させないことができる者） 

第６条 契約責任者は、次に掲げる者を、その事実があった後２年間、一般競争に参加させない

ことができる。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても同様とする。 

 一  契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に

関して不正の行為をした者 

 二  公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るために連

合した者 

 三  落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 



 四  監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 五  正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 六  前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり、代理

人、支配人その他の使用人として使用した者 

２ 契約責任者は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加さ

せないことができる。 
 

（競争参加者の資格及び等級の格付け） 

第７条 一般競争に加わろうとする者の資格については、「一般競争参加者の資格」（平成１３

年３月１４日文部科学大臣決定。以下「参加者の資格」という。）により一般競争参加資格を

得た者を、それぞれ本機構における一般競争参加資格を有する者として認めるものとする。 

２ 一般競争を実施する場合において、その等級の資格を有する者の競争参加が僅少であるとき

等は、建設工事にあっては、当該資格の等級の１級上位若しくは２級上位又は１級下位の資格

の等級に格付けされた業者を、製造、販売、買受け又は役務提供にあっては、当該資格の等級

の１級上位若しくは２級上位又は１級下位若しくは２級下位の資格の等級に格付けされた業者

を、当該一般競争に加えることができる。 
 

（入札の公告等） 

第８条 契約責任者は、一般競争に付そうとするときは、その入札日の前日から起算して少なく

とも１０日前に新聞、掲示その他の方法により公告しなければならない。ただし、経理責任者

が必要と認めた場合は、その期間を５日まで短縮することができる。 

２ 前項の規定による公告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

 一  競争入札に付する事項 

 二  競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

 三  契約条項を示す場所 

 四  競争を執行する場所及び日時 

 五  入札保証金に関する事項 

 六  その他必要な事項 
 

（入札保証金） 

第９条 契約責任者は、一般競争に付そうとするときは、その競争に加わろうとする者をして、

その者の見積る契約金額の１００分の５以上の入札保証金を納めさせなければならない。 
 

（入札保証金の免除） 

第１０条  契約責任者は、次に掲げる場合においては、前条の規定にかかわらず入札保証金の全

部又は一部を免除することができる。 

 一  一般競争に参加しようとする者が保険会社との間に本機構を被保険者とする入札保証保険

契約を結んだとき。 

 二  第７条第１項に規定する資格を有する者による一般競争に付する場合において、落札者が

契約を結ばないこととなるおそれがないと認められるとき。 
 

（入札保証金の処理） 

第１１条 契約責任者は、入札保証金を落札者が決定した後に納付者に還付しなければならない。

ただし、落札者の納付に係るものは、契約締結後に還付するものとする。 

２ 契約責任者は、落札者の納付に係る入札保証金を、前項の規定にかかわらず、その者の申し

出により契約保証金に充てることができる。 

３ 契約責任者は、落札者の納付に係る入札保証金を、その者が契約を結ばないときは本機構に

帰属させるものとする。 
 

（入札保証金に代わる担保） 

第１２条 入札保証金の納付に代えることができる担保は、次のとおりとする。 

 一  国債 



 二  地方債 

 三  政府保証債 

 四  小切手（銀行を振出人とする持参人払い式小切手に限る。） 

 五  郵便為替証書 

 六  振替貯金払出証書 

 

（予定価格の作成） 

第１３条 経理責任者は、競争入札に付する事項の価格を当該事項に関する仕様書、設計書等に

よって予定し、その予定価格を記載した書面を封書にし、開札の際これを開札場所に置かなけ

ればならない。 

 

（予定価格の決定方法） 

第１４条 予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならない。た

だし、契約の性質により単価についてその予定価格を定めることができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行

の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 
 

（開札） 

第１５条 契約責任者は、公告に示した競争執行の場所及び日時に、入札者を立ち会わせて開札

をしなければならない。この場合において、入札者が立ち会わないときは、入札事務に関係の

ない職員を立ち会わせなければならない。 
 

（入札の無効等） 

第１６条 契約責任者は、入札公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札

及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする旨を明らかにしなければならない。 
 

（再度入札） 

第１７条 契約責任者は、開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した

価格の入札がないときは、直ちに再度の入札をすることができる。 

２ 前項の規定により再度の入札を行う場合は、予定価格その他の条件を変更してはならない。 
 

（落札者の決定） 

第１８条 契約責任者は、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当

該入札者にくじを引かせて落札者を定めなければならない。 

２ 前項の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって入

札事務に関係ない職員にくじを引かせることができる。 
 

（最低価格の入札者を落札者としないことができる契約） 

第１９条 会計規程第２８条第１項ただし書きに規定する支払の原因となる契約は、予定価格が

５００万円を超える工事又は製造その他についての請負契約とする。 
 

（契約内容に適合した履行がされないおそれがあるため最低価格の入札者を落札者としない場

合の手続き） 

第２０条 経理責任者は、前条に規定する契約に係る競争を行った場合において、契約の相手方

となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行が

されないこととなるおそれがあると認められる場合には、落札決定を留保し、その者により当

該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるかどうかについて調査しなければなら

ない。 

２ 前項の調査の結果、履行されないおそれがあると経理責任者が認めたときは、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を

落札者とするものとする。 

 



（交換等についての契約を競争に付して行う場合の落札者の決定） 

第２１条 契約責任者は、本機構の所有する財産と本機構以外の者の所有する財産との交換に関

する契約については、それぞれの財産の見積価格の差額が本機構にとって最も有利な申込みを

した者を落札者とすることができる。 

 

   第三章 指名競争契約 

 

（指名競争に付することができる場合） 

第２２条 会計規程第２６条ただし書きに規定する指名競争に付することができる場合は、次の

とおりとする。 

 一 工事、製造、財産の買い入れ又は売り払いの契約で、予定価格が１,０００万円を超えない

ものをするとき。 

 二 予定賃借料の年額又は総額が１,０００万円を超えない物件を借り入れるとき。 

 三 予定賃貸料の年額又は総額が１００万円を超えない物件を貸し付けるとき。 

 四 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約で予定価格が１,０００万円を

超えないものをするとき。 

 五  契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で一般競争に付する必要がないとき 

 六  一般競争に付することが不利と認められる次の場合に該当するとき。 

  イ 関係業者が通謀して一般競争の公正な執行を妨げることとなるおそれがあること。 

  ロ 特殊な構造の建築物等の工事若しくは製造又は特殊な品質の物件等の買い入れであって

検査が著しく困難であること。 

  ハ 契約上の義務違反があった場合に本機構の事務・事業に著しく支障をきたすおそれがあ

ること。 

２ 随意契約によることができる場合においては、指名競争に付することを妨げない。 
 

（指名基準） 

第２３条 指名競争参加者の資格を有する者のうちから競争に参加する者を指名する場合の基準

については、「指名基準」（平成１３年３月１４日文部科学大臣決定）を準用する。 
 

（競争参加者の指名） 

第２４条 経理責任者は、指名競争に付するときは、前条の基準により競争に参加する者をなる

べく５人以上指名しなければならない。 

２ 前項の場合においては、第８条第２項第１号及び第３号から第６号までに掲げる事項をその

指名する者に通知しなければならない。 
 

（一般競争に関する規定の準用） 

第２５条 第５条から第７条及び第９条から第２１条までの規定は、指名競争の場合に準用する。 

 

   第四章 随意契約 

 

（随意契約によることができる場合） 

第２６条 会計規程第２６条ただし書きに規定する随意契約によることができる場合は、次のと

おりとする。 

 一 本機構の行為を秘密にする必要があるとき。 

 二 工事、製造、財産の買い入れ又は売り払いの契約で、予定価格が５００万円を超えないも

のをするとき。 

 三 予定賃借料の年額又は総額が５００万円を超えない物件を借り入れるとき。 

 四 予定賃貸料の年額又は総額が６０万円を超えない物件を貸し付けるとき。 

 五 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約で予定価格が５００万円を超

えないものをするとき。 

 六 運送又は保管をさせるとき。 



 七 外国で契約をするとき。 

 八 本機構の規定により資産の譲与又は無償貸付をすることができる者にその資産を売り払い

又は有償で貸し付けるとき。 

 九 事業協同組合、事業協同小組合若しくは協同組合連合会又は商工組合若しくは商工組合連

合会の保護育成のためこれらの者から直接に物件を買い入れるとき。 

 十 学術又は技芸の保護奨励のため必要な物件を売り払い又は貸し付けるとき。 

 十一 本機構の事業等の用に供するため必要な物件を国、地方公共団体その他の公益法人、特

別の法律により設立された法人から直接に買い入れ、借り入れ又はこれらの者に直接に貸し

付け又は信託するとき。 

 十二 土地、建物又は林野若しくはその産物を特別の縁故がある者に売り払い又は貸し付ける

とき。 

 十三 本機構以外の者に委託した試験研究の成果に係る特許権及び実用新案権の一部を当該試

験研究を受託した者に売り払うとき。 

 十四 契約の性質若しくは目的が競争を許さないとき又は緊急の必要により競争に付すること

ができないとき。 

 十五 競争に付することが不利と認められる次の場合に該当するとき。 

  イ 現に契約履行中の工事、製造又は物件の買い入れに直接関連する契約を現に履行中の契

約者以外の者に履行させることが不利であること。 

  ロ 随意契約によるときは時価に比べて著しく有利な価格をもって契約をすることができる

見込みがあること。 

  ハ 買い入れを必要とする物品が多量であって分割して買い入れなければ売り惜しみその他

の理由により価格を騰貴させるおそれがあること。 

  二 急速に契約をしなければ、契約をする機会を失い、又は著しく不利な価格をもって契約

をしなければならないこととなるおそれがあること。 

２ 競争に付しても入札者がないとき又は再度の入札をしても落札者がないときは、随意契約に

よることができる。この場合においては、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初競争に付

するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 

３ 落札者が契約を結ばないときは、その落札金額の制限内で随意契約によることができる。こ

の場合においては、履行期限を除くほか、最初競争に付するときに定めた条件を変更すること

ができない。 
 

（分割契約） 

第２７条 前条第２項及び第３項の場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算する

ことができる場合に限り、当該価格又は金額の制限内で数人に分割して契約をすることができ

る。 

（予定価格の決定） 

第２８条 経理責任者は、随意契約によろうとするときは、あらかじめ第１４条の規定に準じて

予定価格を定めなければならない。 
 

（見積書の徴取） 

第２９条 契約責任者は、随意契約によろうとするときは、なるべく２人以上の者から見積書を

徴さなければならない。 

 

   第五章 契約の締結 

 

（契約書の記載事項） 

第３０条 会計規程第２９条に規定する契約書には、契約の目的、契約金額、履行期限及び契約

保証金に関する事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性質

又は目的により該当のない事項については、この限りでない。 

 一 契約履行の場所 

 ニ 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 



 三 監督及び検査 

 四 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

 五 危険負担 

 六 契約不適合責任 

 七 契約に関する紛争の解決方法 

 八 その他必要な事項 
 

（契約書の作成を省略することができる場合） 

第３１条 会計規程第２９条ただし書きに規定する契約書を省略できる場合は、次のとおりとす

る。 

 一  契約金額が３００万円（外国で契約するときは、１，０００万円）を超えない契約を締結

するとき。 

 二  物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

 三 前二号に規定するもの以外の随意契約について機構長が契約書を作成する必要がないと認

めるとき。 
 

（請書等の徴取） 

第３２条 契約責任者は、前条により契約書の作成を省略する場合においても、特に軽微な契約

を除き、契約の適正な履行を確保するため請書その他これに準ずる書面を徴するものとする。 
 

（契約保証金） 

第３３条 契約責任者は、本機構と契約を結ぶ者をして、契約金額の１００分の１０以上の契約

保証金を納めさせなければならない。 
 

（契約保証金の免除） 

第３４条  契約責任者は、次に掲げる場合においては、前条の規定にかかわらず契約保証金の全

部又は一部を免除することができる。 

 一 契約の相手方が物品の売り払い代金を即納するとき。 

 二  契約の相手方が保険会社との間に本機構を被保険者とする履行保証保険契約を結んだと

き。 

 三  第７条第１項に規定する資格を有する者による一般競争に付し若しくは指名競争に付し又

は随意契約による場合において、その必要がないと認められるとき。 
 

（契約保証金の処理） 

第３５条  契約責任者は、契約保証金（その納付に代えて提供された担保を含む。）を納付した

者が契約上の義務を履行しないときは、本機構に帰属させるものとしその旨を公告又は入札説

明書等をもってあらかじめ周知しておかなければならない。ただし、当該契約に係る損害の賠

償又は違約金について契約で別段の定めをしたときは、その定めたところによるものとする。 

２ 契約責任者は、契約保証金は契約の相手方が契約を履行した後に返還するものとする。 
 

（契約保証金に代わる担保） 

第３６条 第１２条の規定は、第３３条に規定する契約保証金の納付について、これを準用する。 

 

   第六章 契約の履行 

 

（売払代金の完納時期及び貸付料の納付時期） 

第３７条 契約責任者は、資産を売り払い又は交換をする場合において、徴収すべき代価がある

ときは、特別の事情がある場合を除くほか、その引き渡しの時まで又は移転の登記若しくは登

録の時までに、完納させなければならない。 

２ 資産の貸付料は、特別の事情がある場合を除くほか、前納させなければならない。ただし、

やむを得ない事情がある場合には、相当の期間を定め分割して定期に前納させることができる。 
 



（監督の方法） 

第３８条 会計規程第３０条第１項に規定する工事又は製造その他の請負契約の適正な履行を確

保するため必要な監督（以下「監督」という。）は、経理責任者自ら又は他の職員に命じて、

立会い、指示その他の適切な方法によって行うものとする。 

２ 監督の実施に当たっては、契約の相手方の業務を不当に妨げることのないようにするととも

に、監督において特に知ることができたその者の業務上の秘密に属する事項は、これを他に漏

らしてはならない。 

３ 監督実施者は、経理責任者と緊密に連絡するとともに、経理責任者の要求に基づき又は随時

に、監督の実施についての報告をしなければならない。 
 

（検査の方法） 

第３９条 会計規程第３０条第２項に規定する検査は、契約責任者自ら又は他の職員に命じて、

契約書、仕様書及び設計書その他の関係書類に基づいて行うものとする。 

２ 前項において必要があるときは、破壊若しくは分解又は試験して検査を行うものとする。 

３ 検査実施者は検査を行った結果、その給付が当該契約の内容に適合しないものであるときは、

その旨及びその措置についての意見を第４１条に規定する検査調書に記載して経理責任者に提

出するものとする。 

 

（本機構以外の者に監督又は検査を行わせる場合） 

第４０条 経理責任者は、監督又は検査について、特に専門的な知識又は技能を必要と認める場

合においては、本機構以外の者に監督又は検査を行わせることができる。 
 

（検査調書の作成） 

第４１条 検査実施者は、検査を完了した場合においては、第４２条に定める場合を除き、検査

調書を作成しなければならない。 
 

（検査調書の省略） 

第４２条 検査調書の作成が省略できる場合は、次のとおりとする。ただし、検査を行った結果、

その給付が当該契約の内容に適合しないものであるときはこの限りでない。 

 一 物件の買い入れの契約のとき。 

 二 前号以外の契約に係る給付の完了確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場

合において行うものを除く。）のための検査であって、当該契約金額が４００万円を超えな

いとき。 
 

（監督の職務と検査の職務の兼職禁止） 

第４３条 監督実施者は、次に掲げる場合を除き検査実施者を兼ねることができない。 

 一  特別な業務のため、監督の職務と検査の職務とを分離することが人的に困難であるとき。 

 二  契約の特殊性から双方の職務をそれぞれ独立して行うことができないとき。 

 三  その他経理責任者が必要と認めたとき。 

 

   第七章 雑 則 

 

（機種選定） 

第４４条 本機構において購入しようとする機器に関し、機種の選定を行う必要がある場合は、

購入機器の機種の選定を適正に行うため、機種選定委員会を置く。 
 

（仕様策定） 

第４５条 本機構に政府調達に関する協定が適用される調達物品の仕様策定を適正に行うため、

仕様策定委員会を置く。 
 

（雑則） 

第４６条 この規則に定めのないものについては、別に定める。 



附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この規則は、平成１７年１月４日から施行し、平成１６年１０月１日から適用する。 

 

附 則 

  この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 


